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現代の若者の精神保健の動向（2）
──精神保健上の変化の要因について──
中　藤　　　淳
【目的】
　筆者は、これまでに本学の学生相談や健康調査カー
ド（University Personality Inventory：UPI）のデータを
分析・考察する中から『1995年から1998年までの４年
間と1999年から2004年までの６年間との間に顕著な
差がある』ことを明らかにした（中藤、2004、2005）。
　すなわち、1998年及び1999年頃に精神保健上の変
化があったことが示唆された。しかも、1998年以前
の学生が「気分が明るく、おおむね体の調子はよい。
しかし、時として人を傷つけるのではないかと気にな
る」を基調として、自分を肯定的に受け止めているの
に対し、1999年以降の学生は「首筋や肩がこり、気
疲れする。しかも、気分に波がありすぎる」を基調と
し、「人を傷つけるのではないかと気になり、ものご
とに自信がもてない」と自分を否定的に受け止めてい
る、と考えられる。
　ところが、本学以外の大学生を対象としたデータに
は、本研究で得られた1998年及び1999年頃の変化を
明瞭に示すものはなかった。但し、大学生を含む国民
一般に対象を拡げると、そこでは1998年であったり、
1999年であったりと若干のずれはあるが、1990年代
後半が分岐点となって、精神保健に大きな影響を与え
る要因が存在することを示唆するデータが存在する
（中藤、2011）。
　たとえば、社会学の山田は、自殺者が２万人台から
３万人台に急増した1998年に着目し、その年の特異
性を1998年問題と呼んでいる（2004）。その根拠とし
て、自殺者や青少年の凶悪犯罪、児童虐待相談処理件
数などを挙げ、それらに関するデータが1998年を起
点に数字が転換、それも、望ましくない方向に転換し
ていることを示している。その原因については、グ
ローバル化、IT化などによってニュー・エコノミー
の浸透が日本にも始まり、雇用が不安化した結果の現
象だと考え、1998年問題とは、将来の生活の不確実
化に直面し、それに耐えきれない人々が起こす問題だ
と主張している。また、経済学の原田泰（2004）は、
ニュー・エコノミーのマイナスの側面が一気に噴出し
たのが1998年であり、同年が日本経済の一つの節目
であることを強調している。
　こうした経済面からの指摘は、大学生について調査
している内田（2009）からも自殺率と景気変動につい
てなされ、「不景気時に自殺率増加とまではいえない
ものの、景気との関連が見られる。バブル期といわれ
る1988年～1991年は自殺率に比べて事故率が高かっ
た。1996年からは、毎年自殺率の方が高く、つまり、
景気低迷に自殺率が死因の第一位を占めている状態が
続いている」と述べている。
　経済面からの視点は、筆者が専門とする分野ではな
いが、その影響を改めて考えなくてはならない。これ
らの文献では、いずれもその背景として「グローバル
化、IT化などによってニュー・エコノミーの浸透が
日本にも始まり、雇用が不安化した」などの経済上の
変化を挙げている。
　しかし、そうした経済上の変化が本研究で対象とす
る大学生の「精神保健上の変化」の直接の規定要因と
するのは無理がある。経済的な困難は、たとえば、
2008年のリーマン・ショックなどが挙がるが、そこ
での UPIに大きな変化は認められない。
　すなわち、1990年代後半での経済上の変化は若者
の精神保健上の変化のきっかけにはなったが、それ以
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図１　悩みや不安の推移
（資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」より作成）
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外の精神保健上の質的変化、もしくは構造的な変化が
起こったと考える方が自然であろう。
　より重要な点は、そうした経済状況の変化により、
人々の間に「努力したところで報われない」との意識
が強まり、そうした人々から「希望」が消滅してい
る、との前掲の山田の主張や、平成23年版厚生労働
白書（2011）で、今日の日本を取り巻く社会経済環境
は、「豊かになったが『不安』を抱えている時代」と
いえよう、と指摘されている点である。
　現在のところ筆者には、平成23年版厚生労働白書
がいうところの「豊かになったが、『不安』を抱えて
いる時代」のまさに（経済的な困難さを背景として
の）『不安』が的を射た要因ではないかと考えている。
　本論文では、こうした経済上の変化とそれがきっか
けになったと予想される精神保健上の変化と『不安』
との関係を分析することを目的とする。
【方法】
　本学で行ってきた健康調査カード（UPI）のデータ
が示唆している1998年及び1999年頃の差、もしくは
変化を検討することができるデータを収集し、それら
を比較検討して分析・考察を進める。
【結果及び考察】
１） 国民の悩みや不安の推移
　平成23年版厚生労働白書に収められた内閣府「国
民生活に関する世論調査」には全国民のデータが収集
されている（図１）。「国民生活に関する世論調査」
は、昭和23年（1948年）から平成24年（2012年）の
現在まで行われている。調査項目は、たとえば平成
24年では「現在の生活について」「今後の生活につい
て」「生き方、考え方について」「政府に対する要望に
ついて」「震災後の意識について」などからなってい
る。その中から、国民はどのようなことに悩みや不安
を感じているのかを見てみる。
　白書に収められた1981年から2010年までの悩みや
不安の内容の推移をみると、1990年までは「自分の
健康」「家族の健康」といった健康問題を挙げる者が
最も多かったが、80年代から90年代にかけて「老後
の生活設計」を挙げる者が急増し、2003年以降「自
分の健康」に替って第１位を占めるようになった。
　1998年と1999年との差については、1998年及び
2000年のデータを残念ながら欠いてはいるが、1997
年から1999年の間で「現在の収入や資産」が20.1％
から27.2％へ、「今後の収入や資産の見通し」が
26.4％から35.3％へ、「老後の生活設計」も42.6％から
47.6％へと５％以上も増加し、1999年以降もその傾向
は変わらない。とりわけ「今後の収入や資産の見通
し」は急激に増加し、2010年も42.4％と国民の約４割
が不安に感じている点が注目される。
　すなわち、本研究で注目している1998年及び1999
年頃を分岐点として悩みや不安が急増していることが
確かめられる。
　そこで、改めて本研究が対象としている1995年か
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図２　日頃の生活の中で、悩みや不安を感じているか
（資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」より作成）
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ら2010年及び2011・2012年までに行われた「国民生
活に関する世論調査」（1995～2012：1998及び2000を
除く）の中から大学生に相当する20～29歳の男性と
女性のデータを抽出して検討・分析を進める。
２）日常生活での悩みや不安
　図１は、全国民の悩みや不安の内容であるが、そも
そも日常生活での悩みや不安はどのように推移したの
であろうか。図２に20～29歳の男性と女性の「日頃
の生活の中で、悩みや不安を感じているか」について
年度毎の割合を示す。
　1995～1997年は1997年の男性で「感じている」と
「感じていない」の割合が49.4％と同率である以外は、
「感じていない」の割合が50％以上なのに対し、「感
じている」のそれはいずれも49％以下である。
　ところが、1999年以降はその関係が逆転して、い
ずれの年も「感じている」の割合が高く50％以上な
のに対し、「感じていない」の割合は48％（2002年の
女性）以下を示している。なお、その差は2008年で、
男性は30.8％、女性は41.0％で最大となっている。
2008年はリーマン・ショックが起こった年であり、
世界的金融危機（世界同時不況）の引き金となったこ
とで記憶に新しい。その影響が調査結果に反映された
ものと考えられる。
　このように、「感じている」と答えた者の割合が最
も高いのは、男性では2008年の64.7％、女性も2008
年の69.9％であり、最も低いのは、男性では1996年
の42.1％、女性は1995年の45.3％であった。他方、
「感じていない」と答えた者の割合が最も高いのは、
男性では1996年の55.6％、女性も1996年の55.0％で
あり、最も低いのは、男性では2008年の33.9％、女
性も2008年の28.9％であった。
　本研究が着目している1990年代後半を分岐点とす
る前半と後半を比較すると、後半は前半に比べて「感
じている」と答える割合が男性・女性ともに高く、
「感じていない」とする割合が男性・女性ともに低い
ことが窺える。
　ちなみに、1995～1997年の３年間で「感じている」
と答えている男性の平均値は45.7％、女性は45.0％な
のに対し、1999～2012年の13年間の男性の平均値は
57.8％、女性は61.0％であった。前半の３年間と後半
の13年間を比べると、男性では12.1％、女性は16.0％
も増加していて、日頃の生活の中で悩みや不安を感じ
ている者、とりわけ女性にそれが顕著なことが分かる。
　他方、1995～1997年の３年間で「感じていない」
と答えている男性の平均値は52.1％、女性は52.8％な
のに対し、1999～2012年の13年間の男性の平均値は
40.8％、女性は37.8％であった。男性では11.3％、女
性は15.0％下降していて、日頃の生活の中で悩みや不
安を感じていない者が減少していることが分かる。特
に女性では男性の1.3倍下降率が高い。
　このように1990年代後半を分岐点として、1999年
以降は、日頃の生活の中で悩みや不安を「感じてい
る」者と「感じていない」者の割合は逆転し、前者が
男性・女性ともに増加している。さらに、「感じてい
る」割合の増加、「感じていない」割合の低下は共に
女性で著しく、女性は男性に比べて日頃の生活の中
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図３　男性の悩みや不安の推移
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表１　1995～1997年と1999～2012年での悩みや不安の平均（男性）
男性の悩みや不安 1995～97 99～2012 差（％）
老後の生活設計について
自分の健康について
家族の健康について
今後の収入や資産の見通しについて
現在の収入や資産について
家族の生活（進学、就職、結婚など）上の問題について
自分の生活（進学、就職、結婚など）上の問題について
事業や家業の経営上の問題について
勤務先での仕事や人間関係について
家族・親族間の人間関係について
近隣・地域との関係について
11.6
21.2
18.9
36.6
30.2
10.6
40.5
4.8
26.7
10.0
2.8
22.6
22.4
21.1
49.2
39.7
15.9
52.5
7.3
24.8
8.0
4.4
11.0
1.2
2.2
12.6
9.5
5.2
12.0
2.5
－1.9
－2.0
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で、悩みや不安を感じている者が多いことは明らかで
ある。
　これらのデータは、その頃を契機に精神保健上の質
的変化、もしくは構造的な変化が起こったとする筆者
の主張を裏付けるデータの一つだと考えられる。
３）20～29歳の悩みや不安の推移
　それでは、20～29歳はどのようなことに悩みや不
安を感じているのかを見てみる（図３・４）。
　既に１）で1997年から1999年の間では、特に「現在
の収入や資産」「今後の収入や資産の見通し」「老後の
生活設計」の項目で割合が増加し、1999年以降もそ
の傾向は変わらない、とりわけ「今後の収入や資産の
見通し」は急激に増加して国民の約４割が不安に感じ
ている点が注目される、などを述べた。
　図３は男性の悩みや不安の推移である。さらに、
1995～1997年の３年間と1999～2012年の13年間の割
合の平均とその差を表１に示す。
　1999～2012年の13年間の平均値を見ると、「自分の
生活（進学、就職、結婚など）上の問題」が52.5％で
最も高く、「今後の収入や資産の見通し」が49.2％、
「現在の収入や資産」が39.7％で、これら３項目は他
の項目よりも割合の高いことが分かる。これらに続い
て「勤務先での仕事や人間関係」が24.8％、「老後の
生活設計」が22.6％、「自分の健康」が22.4％、「家族
の健康」が21.1％などである。この中では男性の半数
以上が「自分の生活（進学、就職、結婚など）上の問
題」を悩みや不安に挙げていて、その割合の高さに注
目したい。
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図４　女性の悩みや不安の推移
（資料：内閣府「国民生活に関する世論調査」より作成）
表２　1995～1997年と1999～2012年での悩みや不安の平均（女性）
女性の悩みや不安 1995～97 99～2012 差（％）
老後の生活設計について
自分の健康について
家族の健康について
今後の収入や資産の見通しについて
現在の収入や資産について
家族の生活（進学、就職、結婚など）上の問題について
自分の生活（進学、就職、結婚など）上の問題について
事業や家業の経営上の問題について
勤務先での仕事や人間関係について
家族・親族間の人間関係について
近隣・地域との関係について
15.7
19.5
26.4
28.8
21.5
18.0
38.9
2.2
21.0
12.6
5.6
25.1
20.5
27.2
44.1
36.5
23.0
50.4
3.9
26.2
13.3
5.0
9.4
1.0
0.8
15.4
15.0
5.0
11.6
1.7
5.1
0.7
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　また、前述の「老後の生活設計」への悩みや不安
は、１）ではその割合が高かったが、ここでは先の３
項目ほどではない。逆に「勤務先での仕事や人間関
係」は１）ではほとんど言及せずに目立たなかったが、
比較的割合が高いと言えよう。
　そして、1995～1997年の３年間と1999～2012年の
13年間で比べると、「今後の収入や資産の見通し」が
36.6％から49.2％へと12.6％、「自分の生活（進学、就
職、結婚など）上の問題」が40.5％から52.5％へと
12.0％増加し、その程度が10％以上と大きいことが分
かる。また、「老後の生活設計」も11.6％から22.6％
へと11.0％増加しているのが目立つ。他方、「勤務先
での仕事や人間関係」は26.7％から24.8％と1.9％減
少している。
　このように、男性の悩みや不安は、割合及びその増
加の程度から「自分の生活（進学、就職、結婚など）
上の問題」と「今後の収入や資産の見通し」で大きい
ことが判明した。この２項目に続くのは「現在の収入
や資産」である。「勤務先での仕事や人間関係」も割
合は大きいが、増加の程度はマイナスであり、むしろ
「老後の生活設計」の方が割合は低いが、増加の程度
から推測すると、悩みや不安の大きな要因と言えるだ
ろう。
　そして、図４は女性の悩みや不安の推移である。さ
らに、1995～1997年の３年間と1999～2012年の13年
間の割合の平均とその差を表２に示す。
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　1999～2012年の13年間の平均値で見ると、男性と
同様「自分の生活（進学、就職、結婚など）上の問
題」が50.4％で最も高く、「今後の収入や資産の見通
し」が44.1％、「現在の収入や資産」が36.5％で、こ
れら３項目は他の項目よりも割合の高いことが分か
る。これらに続いて「家族の健康」が27.2％、「勤務
先での仕事や人間関係」が26.2％、「老後の生活設計」
が25.1％、「自分の健康」が20.5％、などである。女
性も男性と同様、半数以上が「自分の生活（進学、就
職、結婚など）上の問題」を悩みや不安に挙げてい
て、その割合の高さに注目したい。また、「老後の生
活設計」と「勤務先での仕事や人間関係」の悩みや不
安についても男性と同様である。
　1995～1997年の３年間と1999～2012年の13年間で
比べると、「今後の収入や資産の見通し」が28.8％か
ら44.1％へと15.4％、「現在の収入や資産」も21.5％
から36.5％へと15.0％も増加し、「自分の生活（進学、
就職、結婚など）上の問題」は38.9％から50.4％へと
11.6％増加している。男性と比べると、「今後の収入
や資産の見通し」と「現在の収入や資産」での割合の
増加が著しいことが分かる。
　また、「老後の生活設計」は15.7％から25.1％へと
9.4％増加し、「勤務先での仕事や人間関係」も男性と
は異なり、21.0％から26.2％へと5.1％増加している。
　このように、女性の悩みや不安も、割合と増加の程
度から「自分の生活（進学、就職、結婚など）上の問
題」と「今後の収入や資産の見通し」、そして「現在
の収入や資産について」で大きいこと、特に男性に比
べて「今後の収入や資産の見通し」及び「現在の収入
や資産について」で増加の程度が高い点に注目したい。
４）現在の生活に対する満足度
　上記１）～３）により、本研究で注目している1998
年及び1999年頃を分岐点として、それまでの「自分
の健康」「家族の健康」といった健康問題から「現在
の収入や資産」や「今後の収入や資産の見通し」など
の経済的な面での国民の悩みや不安が急増しているこ
とが確かめられる。
　また、大学生に相当する20～29歳の男性と女性の
データから、1999年以降は、日頃の生活の中で、悩
みや不安を「感じている」者と「感じていない」者の
割合はそれ以前と逆転し、前者が男性・女性ともに増
加している。さらに、「感じている」割合の増加、「感
じていない」割合の低下は共に女性で著しく、女性は
男性に比べて日頃の生活の中で、悩みや不安を感じて
いる者が多いこと、その内容は「自分の生活（進学、
就職、結婚など）上の問題」と「今後の収入や資産の
見通し」、そして「現在の収入や資産について」で大
きいこと、特に男性に比べて女性は「今後の収入や資
産の見通し」及び「現在の収入や資産について」でそ
の程度が高いこと、などが明らかとなった。
　このように男性・女性共に悩みや不安を感じている
者、とりわけ女性でそれが多いことから、現在の生活
にも不満の多いことが予想される。たとえば、質問項
目にある、まさに「現在の収入や資産について」で悩
みや不安が大きいことからもそれが言えよう。
　ところが、この予想とは異なるデータが「国民生活
に関する世論調査」に示されている。
　図５は、20～29歳の男性と女性の「現在の生活に
対する満足度」についての推移である。
　現在の生活にどの程度満足しているか聞いたとこ
ろ、1999～2012年の13年間の平均値では、「満足」と
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する者の割合（「満足している」＋「まあ満足してい
る」）は、男性では65.2％、女性は74.3％で、両者と
もに過半数以上、特に女性に至っては８割弱が「満
足」と回答している。
　他方、「不満」とする者の割合（「やや不満だ」＋
「不満だ」）は、男性では32.9％、女性は24.0％で、そ
の割合は予想に反して低いと言わざるを得ない。
　しかも、1995～1997年の３年間の「満足」とする
男性・女性の平均値が69.3％・79.4％、「不満」とす
る男性・女性のそれが27.7％・18.9％なので、それら
に比べると若干「満足」が減少し、「不満」の割合が
多くなってはいるものの、これまで１）～３）で見てき
たような1995～1997年の３年間と1999～2012年の13
年間との間に見られた差異は、現在の生活への満足
（あるいは、不満足）についてはないと言えよう。
　すなわち、1990年代後半を分岐点として、男性・
女性共に「自分の生活（進学、就職、結婚など）上の
問題」、「今後の収入や資産の見通し」、そして「現在
の収入や資産について」についての悩みや不安が増加
しているにもかかわらず、現在の生活については大多
数の者が満足していることが窺える。こうした「悩み
や不安」と「現在の生活の満足度」との関係は20～
29歳以外の世代でも言えるのだろうか。
　図６は、1995～1997年の３年間と1999～2012年の
13年間での現在の生活に対する世代別の「満足」度
の平均値である。
　男性・女性共に20～29歳と70歳以上が高く、40～
50歳で低い U字型の様相を示している。1995～1997
年の３年間で満足度が最も高いのは、男性では70歳
以上の70.1％、女性は20～29歳の79.4％である。また、
1999～2012年の13年間でも、男性では70歳以上の
65.3％、女性は20～29歳の74.3％である。逆に、1995
～1997年で最も低いのは男性では40～49歳の64.1％、
女性は50～59歳の69.2％である。1999～2012年では、
男性では50～59歳の53.3％、女性は40～49歳の
60.0％である。
　1995～1997年の３年間と1999～2012年の13年間を
比べると、いずれの年代でも後者で満足度が低下して
いるが、その差が最も大きいは、男性では50～59歳
の11.0％で、それに続いて60～69歳の9.6％、40～49
歳の9.5％、30～39歳及び70歳以上の4.8％であり、20
～29歳に至っては4.1％と最も低い。女性でも40～49
歳の9.5％が最も高く、次いで50～59歳及び60～69歳
の8.7％、70歳以上の6.2％であり、20～29歳は5.0％
と最も低い。
　男性・女性共に20～29歳と70歳以上が70％前後の
高い満足度を示し、その程度にほとんど変化がない。
それに対し、それ以外の特に40～69歳までの３世代
は、1999年以降で満足度の程度が10％前後低下して
50～60％の満足度となっている。
　他方、図７に1995～1997年の３年間と1999～2012
年の13年間での現在の生活に対する世代別の「不満
足」度の平均値を示す。
　先の満足度とは逆の関係なので、図７では男性・女
性共に20～29歳と70歳以上が低く、40～50歳で高い
逆 U字型の様相を示している。1995～1997年の３年
間で不満足度が最も高いのは、男性では30～39歳の
33.4％、女性は50～59歳の28.8％である。また、1999
～2012年の13年間では、男性では50～59歳の45.2％、
女性は40～49歳の38.7％である。逆に、1995～1997
年で最も低いのは男性・女性共に70歳以上の25.4％・
18.1％である。1999～2012年では、男性では70歳以
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上の32.0％、女性は20～29歳の24.0％である。
　1995～1997年の３年間と1999～2012年の13年間を
比べると、いずれの年代でも後者で不満足度は上昇し
ているが、その差が最も大きいのは、男性では50～
59歳の12.0％で、それに続いて40～49歳の11.4％、60
～69歳の10.1％、70歳以上の6.6％、30～39歳の5.5％
であり、20～29歳は5.3％と最も低い。女性でも40～
49歳の10.6％が最も高く、次いで60～69歳の9.2％、
50～59歳の9.0％、70歳以上の8.7％、30～39歳の7.2％
であり、20～29歳は5.1％と最も低い。
　男性・女性共に40～69歳の３世代で不満足の程度
が1999年以降では10％前後上昇して、男性では40％
前後の、女性も35％前後の不満足度を示している。
それに対し、20～29歳は男性・女性共に不満足度そ
れ自体が低く、1999年以降もその上昇の程度が最も
低い。
　このように20～29歳は予想に反して現在の生活の
満足度は、70歳以上を除いた他の世代と比べても高
く、不満は少ないことが窺われよう。
５）「悩みや不安」と「現在の生活に対する満足度」
について
　これまで見てきたように、本研究で注目している
1998～99年頃を分岐点として、1999年以降は、日頃
の生活の中で、悩みや不安を「感じている」者と「感
じていない」者の割合はそれ以前と逆転し、前者が男
性・女性ともに増加しているが、特に女性では、「感
じている」割合が増加し、「感じていない」割合の低
下している点が男性よりも顕著であること、また、男
性・女性ともに「自分の生活（進学、就職、結婚な
ど）上の問題」と「今後の収入や資産の見通し」、そ
して「現在の収入や資産について」で悩みや不安が大
きく、特に女性では「今後の収入や資産の見通し」及
び「現在の収入や資産について」でその程度が高いこ
と、などが明らかとなった。
　ところが、現在の生活の満足度では、40～69歳ま
での３世代が、1999年以降で満足度の程度が10％前
後低下して50～60％となっているのに対して、20～
29歳の男性・女性は70歳以上と同程度の70％前後の
高い満足度を示し、その程度にほとんど変化がない。
　すなわち、悩みや不安では認められた1998～99年
頃の変化は窺えない。
　さらに、不満足度についても同様で、男性・女性共
に40～69歳の３世代で不満足の程度が1999年以降で
は10％前後上昇して男性では40％前後の、女性も
35％前後の不満足度を示しているのに対し、20～29
歳は男性・女性共に不満足度それ自体が低く、1999
年以降もその上昇の程度が最も低い、などが判明し
た。
　このように、20～29歳は男性・女性共に70歳以上
を除いた他の世代と比べても満足度が高く、しかも不
満が少ないことは明らかである。
　こうした20～29歳の「悩みや不安」と「現在の生
活に対する満足度」との関係を我々はどのように理解
したらよいのだろうか。
　後者に関して古市（2011）は、『確かにマクロで見
た時に、世代間格差をはじめ、日本の社会構造が若年
層にとって「不幸な」仕組みになっていることは事実
かも知れない。だが、実際の若者の毎日の生活を考え
てみた時、彼ら、というか僕らは、本当に不幸なのだ
ろうか。もう日本に経済成長は期待できないかも知れ
ない。だけど、この国には日々の生活を彩り、楽しま
せてくれるものがたくさん揃っている。それほどお金
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がなくても、工夫次第で僕たちは、それなりの日々を
送ることができる。たとえば、ユニクロと ZARAで
ベーシックなアイテムを揃え、H&Mで流行を押さえ
た服を着て、マクドナルドでランチとコーヒー、友達
とくだらない話を３時間、家では YouTubeを見なが
ら Skypeで友達とおしゃべり。家具はニトリと
IKEA。夜は友達の家に集まって鍋。お金をあまりか
けなくても、そこそこ楽しい日常を送ることができ
る』と若者の生活感をまとめている。
　これをゼミの学生に紹介したところ、ほぼ全員が頷
いていた。現代の若者の生活感を端的に示しているの
だろう。
　筆者自身はユニクロやマクドナルド、ニトリ程度は
かつて数回利用したこともあったが、ZARA や
H&M、IKEAなどは知らなかった。そうしたことも
あってか、筆者にはその生活感を実感することはな
い。むしろ、ユニクロやマクドナルド、ニトリなどに
は、繰り返し利用したいと思えるような魅力を筆者は
感じない。他方、インターネットなどの利便性につい
てはそうではない。
　しかし、改めて筆者の生活環境を考えると、現代は
科学や技術の進歩等により、子どもの頃には想像もし
えなかったほどの「物質的な豊かさに満ち溢れ、利便
性を享受し、様々なコミュニケーションツールを利用
して遠方の、あるいは見知らぬ人とも瞬時にコミュニ
ケーションがとれるようになった」と言えよう。
　テレビや電話、車を所有している家はほとんどな
く、ましてや携帯などは想像の産物だった筆者の子ど
もの頃（およそ50年ほど前）の話を学生にしても苦
笑されるだけである。1964年の東京オリンピックを
一つの象徴として、急激に物質的に豊かになっていっ
たとの個人的な印象がある。それは時代を経るに従っ
てますます加速し、現在の生活に至り、同時にそれは
若者にとって充分満足に値する水準なのだろう。
　この点もゼミの学生に聞いたところ、「物心つく頃
から現在の（物質的には豊かな）生活環境にあり、そ
れが当たり前のことだと思っている。そもそも（筆者
らが言うところの）バブルに代表される好景気などを
体験したことがなく、（経済の低成長が常態化してい
る）現状しか知らない」などの答えが返ってきた。こ
うした意見はゼミの学生ばかりでなく、学会発表等で
筆者と意見交換した若手の研究者（20代後半）から
も聞かれた。いわゆる右肩上がりの経済成長を経験し
てきた筆者のような50～59歳の世代とは、生活に関
する満足の観点が異なるのだろうか。
　それにしても、20～29歳が70歳以上の世代と同程
度の満足を示し、それ以外の世代、中でも40～69歳
までの３世代とは対照的であることに違和感をぬぐえ
ない。
　ここで、改めて『1999年以降の20～29歳の若者が、
日頃の生活の中で、悩みや不安を「感じている」者と
「感じていない」者の割合はそれ以前と逆転し、前者
が男性・女性ともに増加している』に立ち戻りたい。
　この点に関して、前掲の古市は本研究でも取り上げ
た「不満はないけど不安がある」とするデータにも言
及し、『人はどんな時に「今は不幸だ」「今は生活に満
足していない」と答えることができるのだろうか』と
の問いに対する大澤（2011）の考えを紹介している。
　大澤によると、それは、「今は不幸だけど、将来は
より幸せになれるだろう」と考えることができる時だ
という。『将来の可能性が残されている人や、これか
らの人生に「希望」がある人にとって、「今は不幸」
だと言っても自分を全否定したことにはならない。逆
に言えば、もはや自分がこれ以上は幸せになると思え
ない時、人は「今の生活が幸せだ」と答えるしかな
い。つまり、人はもはや将来に希望を描けない時に
「今は幸せだ」「今の生活が満足だ」と回答するという
のだ』と主張している。
　そうだとするならば、本研究で見てきた20～29歳
は大澤の言うところの「もはや将来に希望を描けな
い」世代なのだろうか。
　そこで、この点もゼミの学生に聞いてみたところ、
「現在の生活にはほぼ満足している。不安があるとす
ると、現在の生活レベルがさがること」などの答えが
返ってきた。筆者のゼミの学生という限られた若者か
らの答えではあるが、本研究でこれまで見てきた若者
の悩みや不安の内容、すなわち、男性・女性ともに
「自分の生活（進学、就職、結婚など）上の問題」と
「今後の収入や資産の見通し」、そして「現在の収入や
資産について」で悩みや不安が大きいことを示してい
るのと相通じていることに気が付く。
　これらの背景にあるのは、先行きの不透明さや、よ
り良い未来への確信が持ちづらいこと、特に、経済上
の変化や社会保障における不安だと考えられる。ま
た、それらに伴う生活上の変化、たとえば、社会的格
差や貧富の格差が拡大傾向にある、あるいは、過去に
比べて希望が持てない社会ともいわれているが、そう
したこととも関係しているのだろう。実際、若者に
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とって就職や結婚がこれまで以上に困難となっている
ことは、こうした変化の表れだと言えよう。
　今後はそれらの点をより深く検討していきたい。
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15） 国民生活に関する世論調査（平成16年６月）
16） 国民生活に関する世論調査（平成17年６月）
17） 国民生活に関する世論調査（平成18年10月）
18） 国民生活に関する世論調査（平成19年７月）
19） 国民生活に関する世論調査（平成20年６月）
20） 国民生活に関する世論調査（平成21年６月）
21） 国民生活に関する世論調査（平成22年６月）
22） 国民生活に関する世論調査（平成23年10月）
23） 国民生活に関する世論調査（平成24年６月）
24） 古市憲寿：2011　絶望の国の幸福な若者たち．講談社
25） 大澤真幸：2011　可能なる革命　第１回　「幸福だ」と
答える若者たちの時代．atプラス 07　大田出版
